
 
（１）予算の規模  

区の予算の規模や状況はどのようになっているのでしょうか？28年度の一般会計 

当初予算を分析してみましょう。 

 

○一般会計当初予算は、前年度に続いて 800億円を超えています。 

○これは、5年度（834億 700万円）に次いで過去 2番目に大きい予算規模です。19 

年度と比較すると 209億円、33.9％の増であり、年々、予算の規模が拡大してい 

ます。 

○投資的経費1は、26年度以降、100億円を超える状況が続いており、予算の規模を 

拡大させる要因となっています。 

 

 

 

 

（２）歳出の状況  

区の歳出の状況はどのようになっているのでしょうか？26年度普通会計決算2を性 

質別と目的別の 2つの視点から分析してみましょう。 

 

①性質別で見る歳出決算の状況 

○義務的経費（人件費3、扶助費4、公債費5）は、家計に例えると食費や光熱水費と 

いった日々の生活に欠かせない費用に当たるため、削減することが非常に難しい 

経費です。歳出全体の 46.3%を占めています。 

○人件費は 188億円で歳出全体の 24.3％を占めています。その推移は、団塊世代の 

職員の大量退職期と職員数適正化の取組によって減少傾向にありますが、歳 

出全体に占める割合は特別区平均を上回る状況が続いています。 

○扶助費は 154億円で歳出全体の 19.9％を占めています。その推移は 13年連続し 

て増加しています。19年度と比較すると 71億円、85.5％の増となっています。 

○投資的経費は増加傾向にあり、19年度と比較すると 81億円、225.0％の増となっ 

ています。当初予算規模でも 3年連続して 100億円を超えているため、引き続き、 

高い水準で推移するものと考えます。  

                                                   
1 投資的経費 施設建設や土地取得等、財産（社会資本）を形成する事業に使われる経費。 
2 普通会計決算 決算統計上の会計で、総務省で定める基準で一般会計と公営事業会計（本区では国民健康保険特別会計、 

介護保険特別会計及び後期高齢者医療特別会計が該当する。）以外の特別会計を合算し、重複額等を控除したもの。 
3 人件費 職員や非常勤職員に対し、勤労の対価や報酬として支払う経費、退職手当等。 
4 扶助費 社会保障制度として、生活困窮者、高齢者、児童、心身障害者等への支援に要する経費。 
5 公債費 過去に借り入れた特別区債の各年度における元金と利子を償還した（返済した）経費。 

＜図１：一般会計当初予算の状況＞                 単位：億円 
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＜図４：扶助費、投資的経費等の状況（19年度対比）＞ 

＜図３：人件費比率の状況＞                    単位：％ 

＜図２：歳出決算（性質別内訳）の状況＞                  単位：億円 

 

 

 

 

 

 

＜26年度の内訳＞ 



②目的別で見る歳出決算の状況 

○総務費6は減少傾向にあり、19年度と比較すると 41億円、23.4％の減となっています。 

○民生費7は増加傾向にあり、19年度と比較すると 144億円、63.4％の増となっていま 

す。民生費のうち、特に児童福祉費や社会福祉費に係る経費が増大しています。 

○公債費8は減少傾向にあり、19年度と比較し 23億円、59.0％の減となっています。 
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6 総務費 人事、企画、財政、戸籍、統計や交通安全等、他部門に分類されない事業に要する経費。 
7 民生費 障害者福祉、児童福祉、高齢者福祉、生活保護、国民年金等の事業に要する経費であり、国民健康保険特別 

会計や後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計への支出も含む。 
8 公債費 地方公共団体が発行した地方債の元利償還等に要する経費。 

＜図５：歳出決算（目的別内訳）の状況＞          単位：億円 

 

＜26年度の内訳＞ 

＜図６：民生費の状況＞              単位：億円 

＞ 



（３）歳入の状況  

区の歳入の状況はどのようになっているのでしょうか？26年度普通会計決算を分 

析してみましょう。 

 

○歳入は、その使途が特定されない一般財源（特別区税9や特別区交付金10等） 

と、使途が特定される特定財源に分類できます。一般財源は、歳入全体の 

67.0％を占めています。その中でも特別区税と特別区交付金が大きな割合を占 

めています。 

○特別区税は、納税義務者等の伸びにより増加傾向にあります。 

○特別区交付金は、企業収益の回復を背景として、25 年度から増加傾向に転じ 

ています。 

○特別区税や特別区交付金は、景気の急激な落ち込みにより大幅に減少した実績 

があり、景気の動向や税制改正等の影響を受けやすいものと言えます。 

 

＜図７：歳入決算額の状況＞                         単位：億円  
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9 特別区税 特別区が課税する税。本区では、特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税及び入湯税がある。 
10 特別区交付金 東京都が市町村民税法人分、固定資産税及び特別土地保有税の 3税を徴収し、その 55%を特別区の財政 

需要に応じて交付する都区財政調整制度に基づき、特別区に交付されるもの。 

＜26年度の内訳＞ 



 

 

 

（４）基金の状況  

区の基金の状況はどのようになっているのでしょうか？一般会計における基金の

状況を分析してみましょう。 

 

    ○基金は、家計に例えると貯金に当たるものです。財政調整基金11、特定目的基金12

及び減債基金13の３種類に分類できます。 

○財政調整基金は、急激な景気変動による歳入減や臨時的な歳出増に対応するため、 

柔軟に活用しています。 

○特定目的基金には、区民施設整備基金や学校施設建設整備基金等があり、区民施 

設の改修や老朽校舎の改築などに活用しています。23年度以降、第六中学校の 

改築、総合体育館建設、福祉センター及び教育センター建て替え等の大規模施設 

の整備に充当しています。 

○財政調整基金や特定目的基金には、毎年度の決算剰余金や、歳入において当初予 

算の見込みを上回った収入等を積み立てています。 

○総基金残高は、３年度のピーク 674億円から 13年間で 504億円減少し、16年度 

は 170億円になりました。しかしながら、17年度以降、景気の回復基調や納税義 

務者数の増加等による一般財源の増加により、26年度は 614億円となっています。 

 

 

                                                   
11 財政調整基金 年度間における財政調整の役目を果たす基金。区では、地方財政法（昭和 23年法律第 109号）の規定

に基づき、毎年度の決算剰余金（歳入－歳出）の 2分の 1を下らない金額をこの基金に積み立てている。 
12 特定目的基金 施設の建設、教育等、個々の目的を達成する事業の財源としてのみ使用可能な基金。 
13 減債基金 満期一括償還等将来の特別区債償還に備えて積み立てる基金。 

＜図８：特別区税・特別区交付金と人口の状況＞ 

 

 

 

 

※25年度以降の人口は外国人住民を含みます。 
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（単位：億円）
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＜図 10：総基金残高等の状況＞                            単位：億円 

＜図９：基金積立額・取崩額と総基金残高の状況＞        単位：億円 

 

 

 

 

 



（５）財政指標の状況  

財政の状況を表す指標にはどんなものがあるのでしょうか？また、その指標からど 

のような事がわかるのでしょうか？ 

 

①経常収支比率14 

○財政構造の弾力性を測る指標です。家計に例えると食費や光熱水費といった 

日々の生活に欠かせない費用が、給与のような毎月決まって得られる収入に占 

める割合を表しています。 

○適正水準は、一般的に 70％から 80％と言われており、この値が高すぎると新た 

な施策を実施することが難しくなります。 

○22年度以降、一般財源の減収や扶助費の増加等により、80％を上回る水準が続

いていますが、近年は改善傾向にあります。 
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14 経常収支比率 人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財

源の額が、特別区税、特別区交付金のような毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）に占める割合。 

＜図 11：経常収支比率の状況＞                       

 

 

 

 

 

単位：％ 

 

 

 

 

 

＜図 12：特別区平均・全国市町村平均との比較＞      

 

 

 

 



 

 

②積立基金残高と特別区債残高（区民一人当たりの差引額） 

○区の貯金である基金と、借金である区債の残高について、区民一人当たりの額 

で分析します。  

○区の 26年度末の区民一人当たりの積立基金残高は約 29万円、特別区債残高は 

約 4万円です。差引額は約 25万円となり、貯金が借金を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 13：基金等から見た区民一人当たりの財政負担＞                 単位：千円 

 

 

 

 

 

貯金が借金を上回る 

借金が貯金を上回る 

 

＜26年度＞ 

特別区平均は 168千円

0.52を示す 



（６）人口推計について  

27年 9月に策定した「まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」では、将来人口推計 

を示しています。 

次のグラフは、「合計特殊出生率が 42年に 1.4まで上昇すると仮定し、純移動率が 

22年から 27年までの人口動態に基づいて算出された値」により区が独自推計したも 

のです。 

その内容を詳しく見てみましょう。 

 

【長期的視点】（平成 27年度から 45 年後の 72年まで） 

○生産年齢人口（15～64歳）は、27年の約 14万 5千人から、45年後の 72年には 

約 10万 7千人と、約 3万 8千人減少します。 

○老年人口（65歳～）は、27年の約 4万 4千人から、40年後の 67年には約 7万 

2千人と、約 2万 8千人増加し、その割合は、35.6％に達します。 

○年少人口（0～14歳）は、27年の 2万 2千人から、45年後の 72年には約 2万 1 

千人と、約 1千人減少します。 

 

今後、人口の年齢構成は大きく変化すると予測できます。 

その特徴を表す指標の一つ、従属人口指数15（（年少人口＋老年人口）÷生産年齢人

口×100）で分析すると、27年は 45.9であったものが、45年後の 72年には 83.8とな

ります。 

これは、生産年齢人口の世代 100人で、従属人口（老年人口と年少人口）約 46人を

支えていたものが、約 84人を支える状況に変化することを示しています。 

財政面では、生産年齢人口の減少により、特別区税の減収が懸念されます。 

 

 

【中期的視点】（27年度から 10 年後の 37 年まで） 

○生産年齢人口（15～64歳）は、減少傾向となっています。 

○老年人口（65歳～）は、増加傾向となっています。 

○年少人口（0～14歳）は、増加傾向となっています。 

 

この 10年間は、子育て施策、高齢者施策に対応するとともに、生産年齢人口の減少 

を見据えた財政基盤の強化に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
15 従属人口指数 従属人口指数とは、年少人口と老年人口が生産年齢人口に対して占める比率。働き手である生産年齢 

人口 100人が年少者と高齢者を何人支えているかを示す。従属人口指数＝（年少人口＋老年人口）÷生産年齢人口× 

100 



  

 
 

 
＜図 16：年少人口（0歳～14歳）の推移＞        単位：人 

 

＜図 14：生産年齢人口（15歳～64歳）の推移＞    単位：人 

 

 

 

 

 

＜図 15：老年人口（65歳～）の推移＞           単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）上記３つのグラフは、目盛間隔がそれぞれ異なります。 


